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　平成 11年 7月，警察庁によって平成 10年における年間の自殺者数が公表された。その人数は








































































　この『自殺って言えなかった。』の発行後，平成 14年 11月 18日付の朝日新聞「天声人語」では，































































































3）平成 13年 11月 6日の参議院内閣委員会における山本孝史氏の発言による。
4）同上。
5）平成 13年 11月 28日の参議院本会議における山本孝史氏の発言による。
6）この自殺統計については，昭和 53年以降集計されており，その元となる自殺統計原票については，平成 19年に
改正され，遺書等の自殺を裏付ける資料により明らかに推定できる原因・動機を自殺者一人につき 3つまで計上す



































7）平成 13年 11月 28日の参議院本会議における小泉純一郎氏の発言による。
8）自死遺児に対する筆者インタビューによる（平成 24年 8月 9日）。



































　その後，あしなが育英会の活動が活発化していく中で，平成 14年 2月から 12月までの間，厚生
労働省によって，自殺防止対策有識者懇談会が全 7回11）開催された。この時点では，自殺をどう予
11）第 1回は平成 14年 2月 1日，第 2回は平成 14年 3月 15日，第 3回は平成 14年 5月 9日，第 4回は平成 14年 6


















































































































る（平成 24年 7月 13日）。














































































































29）山本孝史氏元秘書に対する筆者インタビューによる（平成 25年 9月 26日）。
30）同上。
31）山本孝史氏元秘書に対する筆者インタビューによる（平成 25年 9月 26日）と，平成 17年 4月 12日には，住友
金属工業総合技術研究所の野田悦子保健師からヒアリングを実施している。
32）山本孝史氏元秘書に対する筆者インタビューによる（平成 25年 9月 26日）。
33）尾辻秀久氏に対する筆者インタビューによる（平成 24年 9月 19日）。
































37）尾辻秀久氏に対する筆者インタビューによる（平成 24年 9月 19日）。
38）山本孝史氏元秘書に対する筆者インタビューによる（平成 25年 9月 26日）。
39）同上。








































45）平成 17年 6月 9日の参議院厚生労働委員会における山本孝史氏の発言による。
46）平成 17年 6月 9日の参議院厚生労働委員会における尾辻秀久氏の発言による。
47）同上。










　一度，6月 30日に予定されていた厚生労働委員会は流れた50）ものの，平成 17年 7月 6日には，
民主党厚生労働部門会議において「自殺に関する総合対策の緊急かつ効果的な推進を求める決議
































































　その後，民間団体側も自殺対策の取り組みを加速させていき，平成 17年 9月 10日には，NPO
法人ライフリンクが，民間団体同士の連携を強めるためにWHOの世界自殺予防デーに合わせ，
53）山本孝史氏元秘書に対する筆者インタビューによる（平成 25年 9月 26日）。
















　「自殺に関する総合対策の緊急かつ効果的な推進を求める決議」を受け，平成 17年 9月 26日には，
内閣官房主催により，第 1回自殺対策関係省庁連絡会議57）が首相官邸において開催された。厚生労
働省，農林水産省，文部科学省，国土交通省，防衛庁，法務省，総務省，警察庁，内閣府が参加し，
内閣官房副長官，副長官補，内閣審議官も参加した。平成 17年 12月 26日には，第 2回自殺対策
関係省庁連絡会議が首相官邸にて開催され，「自殺予防に向けての政府の総合的な対策について


































































　なお，平成 17年 12月 3日には，NPO法人ライフリンクが「地域における自殺対策ネットワーク」
の私案を提出しており，清水は，「自殺対策に関する政府方針の連携体制イメージの中でもこれを
採用していただいています」66）と述べている。







　一方，平成 18年 4月 17日には，NPO法人ライフリンクは，「自殺対策の法制化を求める 3万人
署名」運動を展開する69）。同日，毎日新聞の一面では，「自殺対策法制化」についての報道70）がなされ，







64）「プレス民主　民主党参議院大阪選挙区第 1総支部版」平成 17年 7月に，「食育基本法が成立し，内閣府に食育推
進室が設置され，担当大臣もできました。同法は与党の議員立法ですが，今後は，『自殺予防総合対策推進法』の
制定を目指して取り組みます」との記述がある。
65）山本孝史氏元秘書に対する筆者インタビューによる（平成 25年 9月 26日）。
66）第 5回自殺総合対策の在り方検討会議事録（平成 19年 2月 23日開催），
 http://www8.cao.go.jp/jisatsutaisaku/sougou/taisaku/kentokai_5/pdf/gijiroku.pdf（lastaccessed24/9/2012）。
67）厚生労働社会・援護局障害保健福祉部長「自殺予防に向けての総合的な対策の推進について」（障発 0331010号），
平成 18年 3月 31日。
68）厚生労働省労働基準局長「労働者の心の健康の保持増進のための指針について」（基発 0331001号），平成 18年 3
月 31日。
69）NPO法人ライフリンク HP，http://www.lifelink.or.jp/hp/syomei_keii.html（平成 24年 8月 16日閲覧）。
70）「自殺対策：新法で『遺族支援を』『国の責務』明記　NPO法人，議員と連携へ」，『毎日新聞』平成 18年 4月 17日，
http://www.lifelink.or.jp/hp/Library/060417mainichi.html（lastaccessed22/8/2013）。
71）石倉紘子氏に対する筆者インタビューによる（平成 25年 8月 26日）。
72）玉木達也氏に対する筆者インタビューによる（平成 25年 8月 28日）。
73）山本孝史氏元秘書に対する筆者インタビューによる（平成 25年 9月 26日）。
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　そして，山本は「自殺防止を考える議員有志の会」を立ち上げ，自殺対策基本法の成立に向けて


























75）山本孝史氏元秘書に対する筆者インタビューによる（平成 25年 9月 26日）。
76）「自殺防止対策を考える議員有志の会　初会合」，西島英利 HP，
 http://www.nishijimahidetoshi.net/article/453.html（lastaccessed22/8/2013）。
77）山本孝史氏元秘書に対する筆者インタビューによる（平成 25年 9月 26日）。
78）平成 20年 1月 23日の参議院本会議において，尾辻が平成 19年 12月に死去した山本に対する追悼演説を行って
おり，「先生と，自殺対策推進基本法の推進の二文字を，自殺推進と読まれると困るから消してしまおうと話し合っ
た日のことを懐かしく思い出しております」と述べている。
79）山本孝史氏元秘書に対する筆者インタビューによる（平成 25年 9月 26日）。
80）「自殺対策基本法成立までの経緯　5月 17日清水代表が民主党厚生労働部会で自殺対策法制定の必要性を説明」，
NPO法人ライフリンク HP，http://www.lifelink.or.jp/hp/syomei_keii.html（lastaccessed22/8/2013）。
81）第 5回自殺総合対策の在り方検討会議事録（平成 19年 2月 23日開催），
 http://www8.cao.go.jp/jisatsutaisaku/sougou/taisaku/kentokai_5/pdf/gijiroku.pdf（lastaccessed24/9/2012）。


























84）平成 18年 5月 22日の参議院本会議における山本孝史氏の発言による。
85）山本孝史氏元秘書に対する筆者インタビューによる（平成 25年 9月 26日）。
86）「自殺対策基本法成立までの経緯　5月 24日清水代表が公明党厚生労働部会で自殺対策法制定の必要性を説明」，
NPO法人ライフリンク HP，http://www.lifelink.or.jp/hp/syomei_keii.html（lastaccessed22/8/2013）。
87）山本孝史氏元秘書に対する筆者インタビューによる（平成 25年 9月 26日）。
88）同上。




net/article/457.html（平成 25年 8月 22日閲覧）及び山本孝史氏元秘書に対する筆者インタビューによる（平成
25年 9月 26日）。



































94）山本孝史氏元秘書に対する筆者インタビューによる（平成 25年 9月 26日）。
95）平成 18年 7月 17日「『自殺対策推進準備室』が内閣府に設置されました。」，ライフリンク代表日記，
 http://blog.livedoor.jp/bxs00035/archives/2006-07.html（lastaccessed18/7/2013）。


















































































































































本橋豊 2006「秋田県における高齢者の自殺予防対策」秋田県公衆衛生学会『秋田県公衆衛生学雑誌』第 4巻第 1号。
民主党「プレス民主参議院大阪選挙区第 1総支部版」平成 17年 7月号。
ライフリンク『ライフリンク通信創刊拡大号』平成 17年 8月 11日。


















The Respective Roles of Government, Citizens and 
Academics in Policy Development for Suicide Prevention
Karin MORIYAMA
要　　約
　本稿では，なぜ自殺対策基本法が成立したのかについてその制定過程を論じている。
　自殺の問題が政治的課題として認識されるようになったのには，自死遺児による活動の展開がある。
これにより，特にあしなが育英会とも関わりの深い民主党の山本が，与党議員であった自由民主党の
武見と連携し，自殺対策基本法の成立に尽力することとなった。
　また，法律の成立には，内閣府が，各省庁が単独で行う特定分野の課題から全体調整が必要な課題
へとなった政策課題を受け止め，さらに政策統括官（共生社会政策担当）がその受け皿として設置さ
れていたことが大きい。山本も，元から内閣府への自殺対策の担当部署への設置を想定しており，新
しい政策課題である自殺対策に，内閣府の設置目的が一致したために，自殺対策基本法の成立が実現
したと考えられる。
